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　　  一般質問は､ 議員が市政全般について､ 自由なテーマで市長に質問･政策提言を行うもので､ 市民の声を
市政に届けるものです｡６月定例会では､14名の議員が一般質問を行いました｡ここでは､質問と答弁の
一部をご紹介します｡ なお､ 質問の内容は､ 質問した議員が作成しています｡
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◆子ども達の教育環境の改善に向けた政策転換
　を、市長には期待
　入間川東小学校や中央中学校の学区内では、児
童・生徒の増加により教室や校庭の利用環境が悪
化。そこで、東中学校跡地には新設の中学校を整備
し、中央中学校の場所には新設の小学校を整備し
入間川東小学校を移転させ、入間川東小学校の場
所は駅にも近いので色々な活用が考えられると思
うことから、基本方針は白紙撤回し、計画を考え直
すべきでは。
環境経済部長 「東中
学校跡地の利活用基
本方針（案） 」に基づ
き、鋭意努力し取り
組んでいく。

◆狭山市駅加佐志線が開通しなければ新たな施
　設の整備はできない
①狭山市駅加佐志線の供用開始が遅れると聞い
ているが、現時点での予定は。
②元東中おやじの会や地元自治会などに跡地管
理を委託することにより、予算の大幅削減が可
能であり、その財源で水道・トイレ及び投票所の
広さ等設置基準を満たした簡易建物を整備し、
通常時は管理棟及び地域の拠点とし、選挙期間
は投票所として使用し、再度、指定緊急避難場所
に定めるなど、選挙の投票所プラスアルファと
して整備し活用する考えは。
環境経済部長  ①令和５年度末供用開始予定だ
ったが令和８年度末に向けて取り組んでいく。
選挙管理委員長 ②新たな施設が整備され、投票
所として利用が可能な状況が見込めれば投票所
の変更も検討する。

東中学校跡地は工場等でなく教育施設（学校等）にすべき
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◆予算の執行状況について
　事業全体の予算の見積額とこれまでの予算執
行状況、本事業及び関連事業についての累計の
予算額と予算執行額、執行率は。
都市建設部長 入曽駅周辺整備事業の概算事業
費は現段階で約57億2,000万円、令和元年度か
ら３年度までの執行額は約９億1,277万円、執行
率は約16％である。

（※以下予算額・執行額・執行率の順）
　事業ごとでは、入曽駅東口土地区画整理事業
が約17億円・約８億4,795万円・約49.9％、複合商
業施設事業費が約849万円・約849万円・100％、
東西自由通路及び橋上駅舎が約37億2,000万
円・約4,565万円・約1.2％、入曽駅西口側の道路
事業が約３億円・約1,069万円・約3.6％、関連す

る事業として市道Ｂ第296号線道路整備事業が
約３億5,000万円・約１億5,830万円・約45.2％、不
老川雨水管整備事業が約６億5,000万円・約４億
1,477万円・約63.8％である。

◆ケヤキの取扱いについての地域への説明
　入間小学校跡地のケヤキの取扱いについて、
地域への説明は行っ
てきたか。
都市建設部長  入曽
地区自治会連合会を
はじめ、閉校時の入
間小学校ＰＴＡ会
長、入曽地区学校統
廃合計画推進委員
会、青少年育成入曽
地域会議の方々など
に説明し、理解を得
ている。

みんなで協力して、入曽駅周辺整備事業を進めましょう！

「いいりそうのまち」にむけて

旧第7投票所だった東中体育館

三浦　和也（改進）

金子　広和（はつらつ創造）
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　一般質問のようすは、インターネットで配信をしています。２次元コードから、該当議員の動画へアクセスできます。
　（パソコンやスマートフォンで視聴できます。閲覧可能期間は２年間です。）

一　般　質　問そこが聞きたい!!

◆入曽駅周辺整備事業の説明は
　市長自身の言葉で説明することの具体化は。
市長 平成27年の就任以来、私自身の言葉で皆さ
んに説明しており、もう既に具体化をしているこ
とは自明のことだと思っている。また、議員から
の質問にも思いを吐

と ろ

露させていただいた。
　これまでも市民から寄せられた相当数の質問
にも丁寧に答えており、引き続き事業に対して理
解をいただけるよう努力をしてまいりたい。

◆自治会に寄り添った支援を
　自治会が抱える問題の把握と支援の必要性は。
市民部長 令和３年度に、各地区において持続可
能な自治会に向けてワークショップを実施し、
自治会が抱える課題を把握したところ、役員の
なり手不足や高齢化に伴う諸問題、自治会の負
担軽減やコロナ禍でのイベント中止に伴う担い
手の経験不足などが、各自治会に共通する問題
であることから、個々の自治会に寄り添った相
談支援が必要であると認識している。

◆奨学金制度
　所得・成績要件をなくし、前に戻しては。
学校教育部長 既に日本学生支援機構において給
付型の奨学金が導入されるなど様々な制度が充
実してきており、必要な学資金などは貸与できて
いる。引き続き奨学金の相談者に丁寧な聞き取り
を行うとともに、どの制度がマッチするかなどの
支援を行うことで対応していきたい。

鉄道事業者との覚書は、市民と議会に知らせる前に交された

◆3,540万円の工事費負担は正しかったか。
①中央公民館跡地売却は、近隣住民の総意で強
固で安全な１段構造の擁壁を築造してイエロー
ゾーン解除を要望されたというが、要望書は出
ていたのか。追加工事と経費との差額を市が負
担すると決定した根拠規定は。また、決裁者は
誰か。
②会社名の記載はあるが、担当者や署名印、連
絡先もなく誰が作成したか不明の「上記コスト
については2017年２月現在の概算金額であり、
今後、詳細見積りにより金額が変更になること
もございます」と記載された文書を正式な文書
とした根拠は。
③追加工事は「優先交渉事業者と協議し、市が
負担する決定をした」とするが、変更工事要

請文書も協議記録も存在しない。解消工事に
3,540万円も狭山市が負担すると決定したこと
が、正しい業務執行と言えるのか。
企画財政部長 ①要望書の提出はなく、口頭で要
望があった。追加工事に係る経費3,540万円を売
却価格から相殺したことについては、市長決裁
文書により意思決定がなされたものである。
②「土砂災害警戒区域の解除に向けての変更工
事に係る経費について」として優先交渉事業者
が提出したものであり、見積書としての効力が
ある資料と認識している。
③市と優先交渉事業者が協議した結果をもとに
資料が提出され、適
正に事務手続きが
行われており、詳細
については、平成29
年３月７日開催の
総務経済委員会で
説明し、承認された。

　市有地売却で追加工事負担の根拠不明の事務処理！

新設された擁壁

通り抜け車両で混雑する停車場線

田中　寿夫（市民派無所属）

猪股　嘉直（日本共産党）
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